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がん要因と発生動向予測 
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研究要旨 

本研究の目的は、今後予想される人口構成や、社会経済状況、生活習慣の変化を同時に

考慮した、複数シナリオによる 2050年頃までの疾病構造の変化とその経済的負担の予測を

提示するものである。本年度は、健康日本２１（第２次）に関連する各危険因子の改善が

将来のがん罹患・死亡に及ぼす影響について検討した。がんの場合、リスクの大きさが部

位によって異なるため、部位別予測の積み上げが必要と考えられ、その方法について検討

が必要である。また、経済的負担の推計の際に必要な、目的別・疾病分類別医療費に関す

る統計情報の入手を進めた。 

 

Ａ．研究目的 

本研究の目的は、今後予想される人口構

成、社会経済状況、生活習慣の変化を同時

に考慮して、2050年頃までの死亡及び主要

生活習慣病の罹患に基づいて、疾病構造の

動向を予測することである。特に、死因構

成と主要生活習慣病である循環器疾患・が

んの罹患に焦点を当て、健康日本２１（第

２次）に関連する危険因子の変容シナリオ

による死因や疾病構造の変化とその経済的

負担を示すことにより、今後わが国に求め

られる健康増進施策のあり方に資すると同

時に、自治体の健康増進施策への活用をめ

ざすものである。 

本年度は、健康日本２１（第２次）に関

連する各危険因子の改善が将来のがん罹

患・死亡に及ぼす影響について検討した。 

また、経済的負担の推計の際に必要な、

目的別・疾病分類別医療費に関する統計情

報の入手を進めた。 

 

Ｂ．研究方法 

本年度は、まず、昨年度に収集した資料

を基に、実際にがんに関する予測推計の段

階で必要となる情報、すなわち、1)変容シ

ナリオに関連する各危険因子（高血圧、脂

質異常症、糖尿病、飲酒、喫煙、運動不足、

肥満、食塩高摂取、飽和脂肪酸摂取、野菜・

果物摂取不足、睡眠不足、歯・口腔の健康、

うち、エビデンス不十分な睡眠不足、歯・

口腔の健康を除く）の健康日本２１（第２

次）の目標設定の起点となっている 2010

年時点(2009-2011年の平均）の日本人にお

ける、性・年代別の保有率や平均値等の分
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布、及び、2)各危険因子の日本人の全がん

罹患又は死亡に対する相対危険度の代表値

を集計・要約した。さらに 3)アウトカムに

ついては、がん罹患・死亡全国推計値を用

いて 2010-2049年（5年毎）の全がん罹患・

死亡数を推計した。これらを用いて、回帰

モデルにより、人口構成の変化と健康日本

２１（第２次）に関連する変容シナリオに

基づく、危険因子のがん罹患死亡の人口寄

与割合の変化を試算した。 

経済的負担の推計に必要な医療費情報の

入手については、厚生労働省から公表され

ている「社会医療診療行為調査」、「医療給

付実態調査」、「国民医療費」について、入

手を進めた。また、より詳細な目的別・疾

病分類別医療費情報を入手するため、レセ

プト情報・特定健診等情報データベース集

計表について、入手を進めた。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、主として既に論文として公表

された数値、またはその元となるデータベ

ースを利用して実施する二次的研究である。

政府統計の利用には、所管省庁より承認を

得た上でデータを入手している。また、本

研究に関係する各研究集団のデータの取り

扱いについては、関連する倫理指針を遵守

し、個人情報の保護・管理に万全を期して

いる。 

 

C．研究結果 

2010 年時点(2009-2011 年の平均）の日

本人における、性・年代別の保有率や平均

値等の分布は表１の通りである。各危険因

子の日本人の全がん罹患又は死亡に対する

相対危険度の代表値は表 2 に示した通りと

なった。がん罹患・死亡全国推計値を用い

て 2010-2049年（5年毎）の全がん罹患・

死亡数を推計し、表３及び表４の結果を得

た。これらを用いて、回帰モデルにより、

人口構成の変化と健康日本２１（第２次）

に関連する変容シナリオに基づく、危険因

子のがん罹患死亡の人口寄与割合の変化を

試算した。今回は喫煙、食塩、及び糖尿病

について試算した結果、2010年の保有状況

から、15年後の 2025-2029年には、喫煙に

よる寄与が男で死亡 20.8%、罹患 22%、女

で死亡 3%、罹患 3.9%、食塩摂取 8グラム

以上摂取により男で死亡、罹患とも 3.2%の

寄与、女で死亡 1.6%、罹患 1.5％の寄与、

糖尿病をなくした場合は男で死亡 4%、罹患

3.7%の寄与、女で死亡 2%、罹患 1.7%の寄

与であった。 

経済的負担の推計に必要な医療費情報の

ついては、以下の方法により入手した。 

「社会医療診療行為調査」については、

公開済み統計表を総務省ホームページより

入手した。 

（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Ne

wList.do?tid=000001029602） 

「医療給付実態調査」については、公開

済み統計表を総務省ホームページより入手

した。 

（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL

08020101.do?_toGL08020101_&tstatCode=0

00001044924） 

「国民医療費」については、公開済み報

告書・統計表を厚生労働省ホームページよ

り入手した。 

（ http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/

hw/k-iryohi/12/） 

レセプト情報・特定健診等情報データベ

ース集計表については、循環器疾患、がん、
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糖尿病、呼吸器系疾患等について国際疾病

分類（ICD）別に、都道府県、年齢階級、外

来・調剤、入院、健診、透析を含む一人当

たりの年間医療費を入手することとし、現

在レセプト集計表の申請を進めている。 

 

Ｄ．考察 

本年度は健康日本２１（第２次）に関連

する各危険因子の改善が将来のがん罹患・

死亡に及ぼす影響について検討した。 

がんの危険因子項目としては、今回考慮

した喫煙、食塩摂取、糖尿病の他、肥満、

野菜・果物摂取不足、飲酒などがある。こ

れらはそれぞれががん発生に独立して寄与

すると想定している。がんの場合、リスク

の大きさが部位によって異なるため、がん

全体としてみた場合、各因子のリスクとし

ての貢献が低く予測に反映できないという

問題が生じた。従って、必要な危険因子の

がんへの影響については、部位別予測の積

み上げが必要と考えられ、その方法につい

て検討中である。 

また、今年度は、本研究の最終的な目標

である 2050 年までの経済的負担予測のた

めに必要な医療費にかかる統計情報を入手

し、さらに詳細なレセプト情報集計表の入

手準備を進めた。来年度は、これらの情報

を用いて、複数の疾病構造変化のシナリオ

と予測モデルを組み合わせつつ、実際の予

測を実施する予定である。 

 

E. 結論 

健康日本２１（第２次）に関連する各危

険因子の改善が将来のがん罹患・死亡に及

ぼす影響について検討した。がんの場合、

リスクの大きさが部位によって異なるため、

部位別予測の積み上げが必要と考えられ、

その方法について検討が必要である。また、

経済的負担の推計の際に必要な、目的別・

疾病分類別医療費に関する統計情報の入手

を進めた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

（総括研究報告書にまとめて記入） 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

1) Saito E, Inoue M, et al. Association of 

green tea consumption with mortality due 

to all causes and major causes of death in a 

Japanese population: the Japan Public 

Health Center-based Prospective Study 

(JPHC Study). Ann Epidemiol 2015. (in 

press) 

2) Saito E, Inoue M, et al. Association of 

coffee intake with total and cause-specific 

mortality in a Japanese population: the 

Japan Public Health Center-based 

Prospective Study. Am J Clin Nutr 2015. 

(in press) 

3) Charvat H, Inoue M, et al. Impact of 

population aging on trends in diabetes 

prevalence: A meta-regression analysis of 

160,000 Japanese adults. J Diabetes 

Investigation 2015. (in press) 

 

2.  学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

なし  
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厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

経済的負担の予測 
－ 罹患率、死亡率等の変化が医療費に及ぼす影響について － 

 
研究分担者  大久保一郎 筑波大学医学医療系 教授 

 研究協力者 星 淑玲 筑波大学医学医療系 非常勤研究員 

 

研究要旨 

 本研究は疾病による経済的負担を医療費ベースで把握することを目的とし、40 歳の

仮想的コホートを設定し、80 歳まで発生する累積医療費が、罹患率、死亡率等が変化

することにより、この累積医療費への影響を推計した。その結果、罹患率、死亡率を-30％

から+30％まで変化させた場合、累積医療費はほぼ直線的に変化し、罹患率が 10％減

少すると約 9-10％医療費が減少し、一方死亡率が 10％減少すると 7-8％増加した。疾

病対策の効果が医療費のどの程度影響を及ぼすかを大まかに把握することができた。 

 

 

Ａ．研究目的 

 疾病対策は対象とする疾患の罹患率や

死亡率を減少させることにより、国民の

健康寿命を延伸させることである。疾病

の経済的負荷である医療費は多くの要因

で変化をするが、一般的には罹患率が減

少すれば医療費は減少する。一方、死亡

率が減少すれば、罹患期間が長くなるの

で、医療費単価が一定であると仮定する

と、医療費は増加する。 

 従って、疾病対策の充実強化は医療費

を減少させる方向のみならず、増加させ

る方向へも働く可能性がある。そこで、

本研究は罹患率と死亡率の変化が医療費

にどの程度影響を及ぼすかを推計するこ

とを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 医療費に影響を及ぼす要因は罹患率、

死亡率、医療費単価であるので、これら

３つの要因を変化させて、医療費の変化

を推計する。その推計に当たり、40歳の

仮想的コホートを設定し、仮想的な疾患

により 80 歳までに発生する累積医療費

を推計する。 

変化の範囲として、罹患率、死亡率、医

療費単価（1年当たり）の３つの要素をそ

れぞれ-30％から+30％までと設定した。 

また対策には一定の時間を要するので、

罹患率の変化が生じるまでの期間を 0、5、

10、15、20年とした。 

これらのデータをマルコフモデル（図１）
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に投入した。なお、モデルを単純化する

ために、本コホートでは仮想的な疾患に

よる医療費のみを扱い、また他の疾患で

死亡することは無視した。さらに割引率

は考慮しなかった。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は公的統計等の公表値を利用し

てシミュレーションを行うもので、倫理

面の問題は生じないと考える。 

 

Ｃ．研究結果 

 結果は表１と図 2-1~図 2-3に示す。 

１ 罹患率による影響 

 罹患率を現状の-30％から+30％まで変

化させると、累積医療費は現状を１とす

ると、0.73から 1.24までの範囲で変化し

た。罹患率が減少すると医療費も減少し

た。 

 

２ 死亡率による影響 

 死亡率を現状の-30％から+30％まで変

化させると、累積医療費は 1.27から 0.82

までの範囲で変化した。死亡率の減少は

医療費を増加させた。 

 

３ 医療費単価の影響 

 １年当たりの医療費単価を現状の

-30％から+30％まで変化させると、累積

医療費は 0.70 から 1.30 までの範囲で変

化した。医療費単価の増加は医療費を増

加させた。 

 

４ 効果が生じる期間による影響 

 罹患率、死亡率の効果が発生する期間

を 5、10、15、20年とした場合、いずれ

もその影響は小さくなった。例えば罹患

率が-10％の場合、0.91が 0.93から 0.97

の範囲で、また死亡率が-10％の場合、

1.08が 1.07から 1.05の範囲で変化した。 

 

Ｄ．考察 

 罹患率、死亡率の変化による累積医療

費の変化は、これらの率を -30％から

+30％まで変化させた場合、ほぼ直線的に

変化し、罹患率が 10％減少すると約

9-10％医療費が減少し、一方死亡率が

10％減少すると 7-8％増加した。 

 医療費の単価の変化による累積医療費

の変化は、単純に単価が 10％上がれば医

療費も 10％上昇し、単価の変化率と累積

医療費の変化率とは同一であった。 

死亡率の減少により累積医療費が増加す

るのは、死亡率の減少により生存期間が

延長し、罹患期間が長くなるからである。

従って、死亡率の減少と共に、医療費単

価が減少しなければ、累積医療費を下げ

ることはできない。 

 疾病対策により死亡率が 10％減少した

場合、医療費単価も併せて 7-8％減少させ

れば累積医療費は保持できる。早期発見

により軽症な段階での治療が開始され、

単価を減少させることが求められる。 

 疾病対策の効果は短期間に生じるので

はなく、一定の期間を必要とする。その

期間を 5-20 年とした場合、罹患率 10％

減少の場合、累積医療費の変化は 5 年で

1-2％減少効果を弱めることが判明した。 

 以上、罹患率、死亡率、医療費単価の

変化による累積医療費を推計することが

できたが、実際にはそれぞれの要素が単

独で変化することは考えられず、同時に

変化することになる。例えば、罹患率が

30％減少、死亡率が 20％減少、医療費が

10％減少した場合、累積医療費への影響

は 0.73×1.17×0.90＝0.76であることが

推測される。 
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 今回の推計結果は大まかではあるが、

保健医療行政上有益なデータを提供でき

たと考えられる。 

 なお、疾病対策の最終目標は健康寿命

または QALY(Quality Adjusted Life 

Years 質調整生存年)を上げることが目的

である、そのため、累積医療費を減少さ

せることは副次的なものであり、これが

達成されなければ、疾病対策の意義がな

いというものではない。このことは極め

て重要なことであり、臨床経済学の立場

からは例え医療費が上がっても、それに

見合う以上の QALYが獲得できれば問題

はない。 

 

Ｅ．結論 

 疾病対策とは対象となる疾病の罹患率や

死亡率を減少させることである。これらの

率が変化することにより、医療費がどの程

度変化するかを推計することは、保健医療

行政上重要である。今回 40歳の仮想的なコ

ホートを設定して、80歳までに発生する仮

想的な疾患の医療費の変化を推計した。そ

の結果、罹患率が 10％減少すると約 9-10％

医療費が減少し、一方死亡率が 10％減少す

ると 7-8％増加した。 

 今後更なる詳細な分析が必要であるが、

罹患率と死亡率の変化による医療費の変化

を大まかに把握することができ、保健医療

行政上有益な資料を得た。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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表１．疾病対策の効果における罹患率・死亡率・ケース当たりの医療費の影響度 

0年 5年以降 10年以降 15年以降 20年以降
0.7 0.7335 0.7867 0.8295 0.8704 0.9088
0.8 0.8252 0.8597 0.8876 0.9144 0.9396
0.9 0.9140 0.9308 0.9444 0.9576 0.9700
B 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000

1.1 1.0832 1.0673 1.0543 1.0416 1.0296
1.2 1.1638 1.1329 1.1074 1.0825 1.0587
1.3 1.2417 1.1967 1.1594 1.1227 1.0875
0.7 1.2685 1.2491 1.2097 1.1620 1.1133
0.8 1.1661 1.1545 1.1308 1.1018 1.0719
0.9 1.0774 1.0721 1.0614 1.0481 1.0343
B 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000

1.1 0.9321 0.9365 0.9455 0.9568 0.9688
1.2 0.8722 0.8802 0.8969 0.9179 0.9402
1.3 0.8190 0.8302 0.8535 0.8827 0.9141
0.7 0.7000 0.7146 0.7452 0.7842 0.8270
0.8 0.8000 0.8098 0.8302 0.8561 0.8847
0.9 0.9000 0.9049 0.9151 0.9281 0.9423
B 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000

1.1 1.1000 1.0951 1.0849 1.0719 1.0577
1.2 1.2000 1.1902 1.1698 1.1439 1.1153
1.3 1.3000 1.2854 1.2548 1.2158 1.1730

罹患率

死亡率

医療費

Base-caseの値に
対する比

効果を生じる期間

 

B: base-case (罹患率＝1%，死亡率＝10%，医療費＝100,000円/ケース/年) 

0.7~1.3: Base-caseの値×0.7～1.3



19 
 

 

 

 

図 1．マルコフモデル 

マルコフモデル： 

患者がとりうる複数の健康状態を定義し、特定の患者集

団がこの状態間を移動していく様子をシミュレーショ

ンすることにより、当該疾患によって発生する費用や生
存年・QALYを求める手法である。 

 

モデルに関する設定および base-caseに用いた遷移確率

と費用： 

対象者：未発症の 40歳コホート 

１マルコフ・サイクル＝1年 

分析期間＝40年（40サイクル回す） 

罹患率：1% 

死亡率：10% 

発症後の医療費 100,000円／ケース／年 
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図 2-1．疾病対策の効果における罹患率・死亡率・ケース当たりの医療費の影響度 

B: base-case (罹患率＝1%，死亡率＝10%，医療費＝100,000円/ケース/年) 

0.7~1.3: Base-caseの値×0.7～1.3 
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図 2-2．疾病対策の効果における罹患率・死亡率・ケース当たりの医療費の影響度 

B: base-case (罹患率＝1%，死亡率＝10%，医療費＝100,000円/ケース/年) 

0.7~1.3: Base-caseの値×0.7～1.3 
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図 2-3．疾病対策の効果における罹患率・死亡率・ケース当たりの医療費の影響度 

B: base-case (罹患率＝1%，死亡率＝10%，医療費＝100,000円/ケース/年) 

0.7~1.3: Base-caseの値×0.7～1.3 
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厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

コホート研究における循環器疾患発症率・死亡率に関する検討 

 
研究分担者 斉藤 功 愛媛大学大学院医学系研究科看護学専攻 

 

研究要旨 

 循環器疾患患者数の将来推計を行うための基礎資料として、地域における虚血性心疾

患、脳卒中の死亡率と罹患率の推移について検討を行った。1999 年以降、虚血性心疾

患の死亡率、発症率はほぼ横ばい、一方、脳卒中の死亡率、発症率は年間 3～7%減少

していた。虚血性心疾患と脳卒中の死亡率と罹患率の動向は、ほぼ同じ傾向を認め、脳

卒中に関しては、罹患率よりも死亡率の減少の割合が大きかった。 

 

 

Ａ．研究目的 

 本研究班はシミュレーションの手法を

用いて、がん・循環器疾患患者数の将来

推計を行うことを目指している。そのた

めには、高血圧や糖尿病等のリスク保有

者の循環器疾患発症率・死亡率の情報が

必要になる。 

 しかしながら、シミュレーションを行

うに先立ち、最近の動向を疫学的な調査

を基に正確に記述する必要がある。特に

循環器疾患は疾病登録の制度がないため、

それらの動向を探索するためには、継続

的に実施されている疫学研究のフィール

ドにおける研究結果を参照するしかない。 

 そこで本年度は、過去 10年以上にわた

る地域集団ベースの循環器疾患登録の成

績をまとめ、虚血性心疾患と脳卒中にか

かる死亡率と発症率の推移について検討

した。 

 

Ｂ．研究方法 

 愛媛県 O市（人口約 5万人）での循環

器疾患発症調査から、1999 年～2013 年

までの心筋梗塞と脳卒中の罹患率の推移、

ならびに 1999 年～2012 年までの虚血性

心疾患、脳卒中（国際疾病分類[ICD-10]：

虚血性心疾患 [I20-I25]、脳血管疾患

[I60-I69]）の死亡率の推移を検討した（い

ずれも 40歳以上を対象とした）。 

心筋梗塞と脳卒中の発症は、WHOモニ

カ基準に基づき、市内主要病院において

初回の発症例から診断基準に合致する所

見を把握した。 

死亡率は、1985 年のモデル人口を用い

て直接法により標準化を行った。罹患率

に関しては、ポアソン回帰分析による年
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齢調整済み罹患率として算出し、さらに

同モデルを用い調査年を独立変数とする

回帰モデルから、年齢調整済み年間変化

率と率のその 95%信頼区間を算出した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は愛媛大学大学院医学系研究科

倫理委員会の承認を得て実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

 図１に虚血性心疾患（罹患は心筋梗塞）

と脳卒中に関して、人口動態統計に基づ

く死亡率と罹患率の推移について示した。

男性の虚血性心疾患は死亡率ならびに罹

患率いずれも横ばいで推移した。女性の

死亡率はほぼ横ばいであったが、心筋梗

塞の罹患率は若干の減少傾向を認めた。

一方、脳卒中に関しては、男女ともに死

亡率と罹患率は減少していた。 

 表 1 に死亡率と罹患率の年間変化率を

示した。虚血性心疾患（罹患は心筋梗塞）

における男性の変化率は死亡率、罹患率

いずれも有意ではなく横ばいであった。

女性の死亡率も同様であったが、罹患率

は-4.33%と有意な減少を認めた。脳卒中

に関しては、死亡率、罹患率で-7～-3%程

度の変化率を認め、死亡率の変化率は罹

患率のそれを上回っていた。 

 

Ｄ．考察 

 当域では、1999年以降、継続的に脳卒

中と心筋梗塞の発症数を観察してきた。

主に基幹病院の調査を主体にしてきたた

め、必ずしも悉皆的な調査とは言えない

が、経年的に観察することにより、近年

の疾病の動向を知る上で貴重な資料にな

ると考えている。 

一方、死亡率に関しては、人口動態統

計に基づく調査であり、悉皆性が担保さ

れているものの、特に虚血性心疾患に関

しては死亡診断の正確性の問題を含んで

いる。とはいえ、その動向は概ね実態を

表していると考えられ、死亡率の動向は

地域の健康指標を把握する上で重要な資

料である。 

 本研究では、地域集団において死亡率

の動向と罹患率の動向がほぼ同様の傾向

を示していることが示された。特に、虚

血性心疾患、心筋梗塞は増加していると

は言えず、脳卒中は明らかに減少してい

る。 

 このような疾病の動向に影響与えてい

る要因は明らかではないが、当域での先

行研究では血圧レベルの低下と喫煙率の

低下の寄与が考えられた。 

 今後、コホート研究の成績を併せ、詳

細に検討する必要がある。 

  

Ｅ．結論 

 虚血性心疾患と脳卒中の死亡率と罹患

率は、ほぼ同様の傾向を認めた。特に、

当地域においては脳卒中の死亡率、罹患

率はいずれも減少していた。  

 

Ｆ．健康危険情報 

（総括研究報告書にまとめて記入） 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

 なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

１．特許取得 

 なし 

２．実用新案登録 
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 なし 

３．その他 

 なし 
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図 1 愛媛県大洲市における脳卒中ならびに虚血性心疾患の死亡率・罹患率（人口千対） 

の推移（点線は回帰直線を示す） 

 

 

 

表 1 虚血性心疾患と脳卒中の罹患率と死亡率の年間変化率とその 95%信頼区間 

虚血性心疾患 0.81% -2.59～4.33 -0.37% -3.92～3.31 -4.33% -8.44～-0.04 -1.91% -6.43～2.82

脳卒中 -4.75% -6.68～-2.79 -6.47% -9.21～-3.65 -3.24% -5.37～-1.06 -7.23% -10.47～-3.87

ポアソン回帰分析から算出された年間の変化率（％）

罹患率 死亡率 罹患率 死亡率

1999-2013 1999-2012 1999-2013 1999-2012

男性 女性

 

 



27 
 

 

厚生労働科学研究費補助金 
循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

疾病構造の将来予測とツール開発 

 

研究分担者 横山 徹爾 国立保健医療科学院 部長 

     

研究要旨 

健康日本２１（第２次）で第４次となる国民健康づくり運動を、より長期的に効果的に

推進していくためには、今後数十年間という長期における人口構成の変化等を踏まえて疾

病構造の変化や経済的負担について予測することが必要である。本分担研究では、死因別

年齢調整死亡率等の改善に伴って、長期的に生じる死因別死亡の状況の変化、平均寿命の

延伸、人口構成の変化について、将来推計を行う方法を開発することを目的とする。本年

度は、健康日本２１（第２次）に関連する各危険因子の改善が将来の死因別死亡率、死亡

数、平均寿命、人口構成に及ぼす影響について回帰モデルにより検討した。その結果、高

齢者における死因は、各因子の改善目標の達成により、脳血管疾患・虚血性心疾患の死亡

数がやや低下した。一方、悪性新生物については変動が少なかった。 

 

Ａ．研究目的 

健康日本２１（第２次）で第４次となる

国民健康づくり運動を、より長期的に効果

的に推進していくためには、今後数十年間

という長期における人口構成の変化等を踏

まえて疾病構造の変化や経済的負担につい

て予測することが必要である。本分担研究

では、死因別年齢調整死亡率等の改善に伴

って、長期的に生じる死因別死亡の状況の

変化、平均寿命の延伸、人口構成の変化に

ついて、将来推計を行う方法を開発するこ

とを目的とする。本年度は、健康日本２１

（第２次）に関連する各危険因子の改善が

将来の死因別死亡率、死亡数、平均寿命、

人口構成に及ぼす影響について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

回帰モデルにより、人口構成の変化と健

康日本２１（第２次）に関連する変容シナ

リオに基づく死因構成の変化の将来予測を

進捗した。本年度は、特に、健康日本２１

（第２次）に関連する各危険因子の改善が

将来の死因別死亡率、死亡数、平均寿命、

人口構成に及ぼす影響について検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

人口動態統計と国民健康栄養調査の利用

にあたっては、厚生労働省に必要な利用申

請をおこなって許可を得た。 
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C．研究結果 

健康日本２１（第２次）における循環器

疾患の目標設定では、循環器疾患（脳血管

疾患及び虚血性心疾患）の予防には、「生活

習慣の改善」、「危険因子の低減」、という２

段階の関連因子の寄与が想定されている

（図１）。本予測推計では、いわゆる危険要

因の低減による他の危険要因の低減リスク

については考慮せず、直接疾患予防に関与

する「危険因子の低減」項目である、高血

圧（収縮期血圧 4mmHg 低下）、脂質異常症（高

コレステロール血症者 25%減少：集団全体

の平均値で-6mg/dl に相当すると仮定）、喫

煙(40 歳以上の禁煙希望者の禁煙)、糖尿病

（有病率増加抑制）の変容による平均寿命

の伸びを予測した。この結果、危険因子単

一の変容では、高血圧（収縮期血圧 4mmHg

低下）では脳血管疾患で男 0.91、女 0.95、

虚血性心疾患で男 0.93、女 0.96 のリスク

低減、脂質異常症（高コレステロール血症

者 25%減少）では、脳血管疾患で中立、虚

血性心疾患で男 0.96、女 0.95 のリスク低

減、喫煙(40 歳以上の禁煙希望者の禁煙)で

は、脳血管疾患で男 0.97、女 0.98、虚血性

心疾患で男 0.91、女 0.95、悪性新生物で男

0.92、女 0.98 のリスク低減、糖尿病（有病

率増加抑制）では中立と予測された。これ

らの危険因子の低減目標をすべて達成した

場合、2050年頃における平均寿命の伸びは、

男 0.50 歳、女 0.16 歳となり、特に男性で

の伸びが大きかった。（図２，３） 

 

Ｄ．考察 

本年度は健康日本２１（第２次）に関連

する各危険因子の改善が将来の死因別死亡

率、死亡数、平均寿命、人口構成に及ぼす

影響について検討した結果、高齢者におけ

る死因 

は、各因子の改善目標の達成により、脳血

管疾患・虚血性心疾患の死亡数がやや低下

した。一方、悪性新生物については変動が

少なかった。 

 次年度は、都道府県別の生命表、人口、

死亡数を利用して、都道府県における推

計にも利用可能なツールを開発する予定

である。 

 

E. 結論 

 高齢者における死因は、各因子の改善目

標の達成により、脳血管疾患・虚血性心疾

患の死亡数がやや低下した。一方、悪性新

生物については変動が少なかった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

（総括研究報告書にまとめて記入） 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 

2.  学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 
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図１ 循環器疾患の目標設定の考え方 
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図２ 年齢別死亡数の将来予測－脳血管疾患、虚血性心疾患 

 

 
 

図３ 年齢別死亡数の将来予測－悪性新生物 
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厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

システム・ダイナミックスを用いた疾病構造の将来動向予測 
研究分担者 西 信雄 (独)国立健康・栄養研究所 国際産学連携センター 

研究協力者 杉山雄大 (独)国立国際医療研究センター 臨床研究センター 

研究協力者 井上かをり (独)国立国際医療研究センター病院 糖尿病内分泌代謝科 

研究協力者 井花庸子 (独)国立国際医療研究センター病院 糖尿病内分泌代謝科 

研究協力者 五領田小百合 (独)国立健康・栄養研究所 国際産学連携センター 

 

研究要旨 

 2000 年から 2012 年までの人口推計値、人口動態調査による統計値、研究論文にあ

る推定値をもとに、システム・ダイナミックスの手法を用いて、20 歳以上の糖尿病有

病者数の推移に関するシミュレーションを行った。その結果、2015 年から 2022 年に

かけて、今後も糖尿病患者数が増加することが推測された。その一方、糖尿病の罹患率

が 2015年から 2022年の 8年間で 25%減または 50%減になるように漸減させた場合、

糖尿病有病者数は 2016年ないし 2017年に減少に転じることが推測され、罹患率を低

下させる政策が奏功した場合の影響の大きさが示された。 

 

Ａ．研究目的 

 糖尿病は、がん、循環器疾患、COPD

と と も に 非 感 染 性 疾 患

(Non-Communicable Disease, NCD)の

ひとつとして健康日本２１(第二次)の重

要疾患に位置づけられている。国民健

康・栄養調査によると、糖尿病が強く疑

われる人(HbA1c(NGSP)値が 6.5%以上

又は治療中の人)は平成 22 年には 950

万人と 15年間に約 38％増加し、糖尿病

の 可 能 性 を 否 定 で き な い 人

(HbA1c(NGSP)値が 6.0%以上 6.5%未

満)は平成 22年には 1,100万人で 15年

間に約 60%増加している。それととも

に糖尿病の合併症、とくに糖尿病腎症に

よる新規透析導入患者数も平成９年の

約 9,800人から平成 22年には約 16,800

人と、13 年間で約 7,000 人増加してい

る。透析導入にかかる費用は医療経済的

にも大きな問題となっている。今後も少

子高齢化が持続することが予想される

我が国にとって、糖尿病対策は喫緊の課

題である。 

 本研究は、糖尿病の罹患率の推移につ

いて、システム・ダイナミックスによる

シミュレーションモデルを作成し、モデ

ルから糖尿病有病者数について今後の

推移を予測することを目的とした。 

なお、システム・ダイナミックスは

1950 年代後半にマサチューセッツ工科

大学(MIT)の Jay W. フォレスターによ

って開発された手法で、ストックとフロ
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ーを設定して非線形的変化やフィード

バック、時間的遅れなどをモデルに取り

込むことを可能としたものである。最近

パーソナルコンピュータの性能が向上

したことにより、ソフトもいくつか開発

され、予防医学の分野でも実用例が多く

みられるようになっている。 

 

Ｂ．研究方法 

 公的統計と文献から得られる 2000年

から 2012年までの統計量をもとに、20

歳以上の日本人について、2022 年まで

の性・年齢階級別の糖尿病有病者数のシ

ミュレーションをシステム・ダイナミッ

クスの手法により行った。具体的には、

以下に示す統計量を収集した。 

(1) 性・年齢階級別の日本人人口：総務

省統計局による人口推計（年齢別、

男女別）をもとに、2000 年から

2012 年まで毎年の 10 歳刻みの男

女別日本人人口を収集した。 

(2) 20 歳の日本人人口：2002 年から

2012 年までの 20 歳の男女別日本

人人口を、人口推計の報告から収集

した。また、2013 年から 2022 年

までの 20歳の日本人人口としては、

2012年時点での 19歳、18歳、…

10歳の日本人がそれぞれ 2013年、

2014年、…2022年に成人すると考

え、それらの人口を採用した。今回

は成人までに死亡する可能性につ

いては考慮しなかった。 

(3) 性・年齢階級別の死亡数：人口動態

統計より、2000 年から 2012 年ま

で毎年の性・年齢階級別死亡率を収

集した。 

(4) 性・年齢階級別の糖尿病患者数、非

糖尿病患者数：Charvatらの研究(J 

Diabetes Invest, in press)から、

2000年、2005年、2010年の推定

性・年齢階級別糖尿病有病率を収集

した。 

(5) 20 歳の糖尿病有病率：モデル作成

のために 20歳の糖尿病有病率が必

要であったが、文献検索の結果、同

様の統計値を示す研究結果はなく、

思春期の糖尿病有病率もなかった

ため、Charvatらの研究にある 20

−29歳の糖尿病有病率（0.7-0.9%程

度）から類推して 0.2%を用いるこ

ととした。  

(6) 糖尿病患者の死亡率：Lind らの 1

型糖尿病についての論文 (NEJM 

2014)や Taylor らの 2 型糖尿病に

ついての論文 (Diabetes Care, 

2013)から糖尿病患者の全死因で

の死亡率を非糖尿病患者の 2 倍と

推定した。 

図 1が作成したモデルである。View 1

にある”NDM2029”や”DM2029”はスト

ック変数（蓄積性を持つ変数）であり、

それぞれ 20−29歳（20代）の非糖尿病

患者数、糖尿病患者数を示す。変数名に

含まれる 3039、4049、5059、6069、

over70 はそれぞれ 30-39 歳（30 代）、

40-49 歳（40 代）、50-59 歳（50 代）、

60-69 歳（60 代）、70 歳以上を示し、

NDM、DM はそれぞれ非糖尿病、糖尿

病を表す。図の左端にある雲の記号か

ら ”NDM2029” に 向 か う 矢 印

（”NDMto20”）は、1年ごとに成人を迎

えて未成年から 20代に移行する非糖尿

病患者の人数を示し、このような変数を

フロー変数と呼ぶ。本研究の対象が 20

歳以上の成人であるため、未成年につい

ては雲（モデルの外部を表す）として描
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かれている。”ot”はある年代のストック

から次の年代のストックに移行するの

が元の年代の人数の何倍かを示す定数

で あ る ( 本 研 究 で は 0.1 と な

る)。”NDM2029D”は 1 年間の 20 代非

糖尿病患者の死亡数を、”NDM2029dr”

はある年における 20代非糖尿病患者の

死亡率を表す。”NDM2029drt”はある年

における 20代非糖尿病患者の死亡率を

計算するための関数を表し、これと時間

変数（ ”Time”）を組み合わせること

で”NDM2029dr”が計算される。同様

に、”Allto20”はある年に 20歳を迎える

人数（新成人人口）を表してお

り、”Allto20f”はある年に 20歳を迎える

人数（新成人人口）を計算するための関

数であり、これと時間変数（”Time”）を

組み合わせることで”Allto20”が計算さ

れる。”20p”は 20歳時の糖尿病有病率を

表している。”DM2029I”は 20代におけ

る非糖尿病患者が糖尿病に罹患する数

を示しており、”DM2029ir”は 20代非糖

尿病患者における糖尿病罹患率を表し

ている。View 2（省略）では、糖尿病患

者数と非糖尿病患者数を足し合わせる

とその年代の人口(“pop2029”など)とな

り、それぞれの年代の糖尿病患者数、非

糖尿病患者数を足し合わせると 20歳以

上の非糖尿病患者数、糖尿病患者数

（”NDMover20”, “DMover20”）となり、

更にそれら 2つを足し合わせると 20歳

以上の人口(“popover20”)となる計算を

させている。 

上記で収集したデータは、下記のよう

に図 1のモデルの中で使用した。 

(1) 性・年齢階級別の日本人人口：糖尿

病の有病率、又は 1−糖尿病有病率

（”20p”、”1-20p”）と掛け合わせて、

糖尿病患者数、非糖尿病患者数を計

算した。2000年の糖尿病患者数・

非糖尿病患者数は、ストック変数

（例：”NDM2029”, “DM2029”）の

初期値（2000年の値）として使用

した。また、モデルをキャリブレー

ション（後述）する際の外部データ

として使用した。 

(2) 20 歳の日本人人口： 2000 年から

2022 年までの”Allto20f”の時間の

関数として挿入した。 

(3) 性・年齢階級別の死亡数： 死亡数

のフロー関数を計算するのに使用

した。具体的には、性・年齢階級別

の死亡数と人口からある年におけ

る成人全体の中での死亡率を算出

し、そうして計算された総成人（糖

尿病及び非糖尿病）における死亡率

と性・年齢階級別の糖尿病有病率、

糖尿病患者と非糖尿病患者の死亡

率の比がおよそ 2:1 であるという

情報から、それぞれの年における

性・年齢階級別の糖尿病患者・非糖

尿 病 患 者 の 死 亡 率 を 推 計

し、”NDM2029drt”などの時間に関

する関数を作成する際に使用した。 

(4) 性・年齢階級別の糖尿病有病率：

性・年齢階級別の日本人人口と併せ

て糖尿病患者数・非糖尿病患者数を

計算した。 

(5)  20歳の糖尿病有病率：年によって

不変と考え、平均をとって 0.2％と

した。”20p”の定数として挿入した。 

(6) 糖尿病患者の死亡率：3にあるよう

に、糖尿病患者と非糖尿病患者の死

亡率を計算するために、糖尿病患者

と非糖尿病患者の死亡率の比が 2

程度であるという情報を用いた。 
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解析方法を述べる。まず非糖尿病患者

と糖尿病患者の数について Charvat ら

の論文から引用されたデータと人口推

計より出された各層の推移をソフトに

読み込んだ。その上で、データに併せて

キャリブレーションを行った。キャリブ

レーションとは、読み込んだデータとモ

デルからの予測値が一番近づくように

いくつかの定数を決めることで、外部デ

ータとモデルからの予測値の差をウエ

イトで調整したものをペイオフと呼び、

ペイオフの合計が最小になるように定

数を決定する。本研究では、糖尿病有病

者数をペイオフに用いる変数として設

定し、ウエイトは全て 1とした。キャリ

ブレーションで変化させる定数として

性・年齢階級別糖尿病罹患率を指定し、

キャリブレーションしたモデルから

2022 年の糖尿病有病者数を推定した。

最後に、糖尿病の罹患率が 2015年以降

から徐々に変化させて、2022 年にキャ

リブレーションした値の 25%減、50%

減、25%増になるようにシミュレーショ

ンをし、政策実施などで糖尿病罹患率が

変化した場合に有病者数にどのような

影響が出るのかを調べた。 

統計解析は Vensim DDS Macintosh 

Version 6.2を用いた。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は公的統計の公表値や論文に

掲載された推定値を利用してシミュレ

ーションを行うもので、倫理面の問題は

生じないと考える。 

 

Ｃ．研究結果 

 図 2 が男性のシミュレーション結果、

図 3 が女性のシミュレーション結果で

ある。Charvatらの研究から成人男性は

2010年の時点で 484万人が糖尿病と考

えられているが(1、Male – 外部データ)、

キャリブレーションで推定した結果（2、

キャリブレーション）、2022年には 524

万人に増加していることが予測されて

いる。2015 年以降の罹患率を変化させ

てシミュレーションすると、図 2にある

ように 25%減（3、マイナス 25%）では、

2017年に 513万人まで上昇した後に下

降に転じて 2022年には 503万人に減少

し、50%減（4、マイナス 50%）では 2016

年の 511 万人をピークにすぐに減少に

転じて、481万人まで減少した。25%増

（5、プラス 25%）では、2015 年以降

上昇の速度が増し、2022年には 546万

人となった。 

女性では、2010年の時点で 329万人

が糖尿病と考えられているが (1、

Female – 外部データ)、キャリブレーシ

ョンで推定した結果（2、キャリブレー

ション）、2022年には 350万人に増加し

ていることが予測されている。2015 年

以降の罹患率を変化させてシミュレー

ションすると、図 2 にあるように 25%

減（3、マイナス 25%）では、2017 年

に 343 万人まで上昇した後に下降に転

じて 2022 年には 337 万人に減少し、

50%減（4、マイナス 50%）では 2016

年の 341 万人をピークにすぐに減少に

転じて、324万人まで減少した。25%増

（5、プラス 25%）では、2015 年以降

上昇の速度が増し、2022年には 364万

人となった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、2000 年から 2012 年ま

での公的データと、2000 年から 2010

年までの糖尿病有病者数の推定値を用



35 
 

いて、2022 年までの糖尿病有病者数の

推定を行った。現在までの罹患率が持続

すると、2022 年まで男女ともに糖尿病

有病者数は増加することが示された。し

かし、罹患率を 25％減、50％減とする

ことによって、糖尿病有病者数は減少に

転じることが推測された。罹患率が

25％増になることによって、糖尿病有病

者数の増加は加速し、現状のままからの

予測より 36万人糖尿病有病者数が増え

る見込みとなることが判明した。 

本研究で用いた糖尿病有病者数は、国

民健康・栄養調査の「糖尿病が強く疑わ

れる者」と定義が違うこと、また

Charvat らの複数の研究結果をメタ回

帰分析で統合した結果であることから、

国民健康・栄養調査で示されている値や、

それに基づいて定められている健康日

本２１の目標値（2022 年に 1,000 万人

未満）と同列では比べられない点には留

意する必要がある。 

本研究の限界は、いくつかの仮定を置

いていることである。例えば、糖尿病の

罹患率はここ 12年の間で変わらず、そ

の後も変化しないという仮定、死亡率は

全ての性・年齢階級で 2022年まで非糖

尿病：糖尿病＝1：2 であるという仮定

（糖尿病患者のマネジメントが改善し

て死亡率が下がっている可能性を考慮

していない）、死亡率は 2013 年以降

2012 年の値からから変わらないという

仮定などである。また、各年代のストッ

クから次の年代に移る人の糖尿病有病

率は、そのストックの平均的な糖尿病有

病率よりも高いはずであるが、そのこと

が考慮されていない（cohort blending

と呼ぶ）。これらの効果を今後できるだ

け調整したモデルにしていく必要があ

る。 

 

Ｅ．結論 

 システム・ダイナミックスを用いて、

20 歳以上の糖尿病有病者数の推移に関

するシミュレーションを行った。その結

果、2015 年から 2022 年にかけて今後

も糖尿病患者数が増加することが推測

されたが、一方で糖尿病の罹患率が

2015年から 2022年の 8年間で 25%減

または 50%減になるように漸減した場

合、糖尿病有病者数は 2016 年ないし

2017 年に減少に転じることが推測され、

罹患率を低下させる政策が奏功した場

合の影響の大きさが示された。 

 

Ｆ．健康危険情 

（総括研究報告書にまとめて記入） 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

１．特許取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 

 なし 

 

３．その他 

 なし 
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図 1 システム・ダイナミックスによる成人糖尿病有病者数のシミュレーションモデル 
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図 2 システム・ダイナミックスによる成人男性糖尿病有病者数の推移に関するシミュレー

ション結果 

 

 

図 3 システム・ダイナミックスによる成人女性糖尿病有病者数の推移に関するシミュレー

ション結果 

 



38 
 

 

 

 



39 
 

 

厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

循環器疾患の要因と動向予測 

 

研究分担者 山岸 良匡  筑波大学医学医療系 講師 

 

研究要旨 

2050年までの循環器疾患の動向予測のための基礎資料を収集するため、健康日本２１

（第二次）に規定されている循環器疾患の危険因子（高血圧、糖尿病、脂質異常症、

喫煙、飲酒、運動、食塩摂取、野菜・果物摂取量）が循環器疾病死亡にどの程度影響

するかについて、先行研究18本を選定し文献的検討を行った。また、循環器疾患の主

要なリスクファクターである高血圧と過体重について、その集積状況をわが国の大規

模コホートの研究成果を用いて、検討した。その結果、各リスクファクターが循環器

疾患死亡に及ぼすリスク比が明らかとなり、循環器疾患死亡の動向を予測するための

基本的な情報が得られた。また、中高年男性において過体重を伴う高血圧者の増加が

認められたが、現時点では、中高年者では過体重を伴わない高血圧や食塩過剰摂取を

伴う高血圧が多く、現時点での生活習慣指導としては、肥満対策だけでなく、非過体

重者を含めた減塩対策についても重点を置く必要があることが示された。 

 

 

Ａ．研究目的 

本研究班では、今後予想される人口構成、

社会経済状況、及び生活習慣の変化を考慮

し、2050年までの疾病構造の動向を予測す

ることを目的としている。特に、死因構成

と主要生活習慣病である循環器疾患・がん

の罹患に焦点を当て、健康日本２１（第二

次）に関連する危険因子の変容による疾病

構造の変化とその経済的負担を複数のシナ

リオを用いて示す。本年度の本分担研究で

は、循環器疾患の要因（リスクファクター）

と動向予測に焦点を当て、健康日本２１（第

二次）に規定されている要因（高血圧、糖

尿病、脂質異常症、喫煙、飲酒、運動、食

塩摂取、野菜・果物摂取量）が循環器疾患

死亡に及ぼす影響を先行研究から検討し、

横山分担研究者の担当する回帰モデルを用

いた予測モデルにあてはめるための相対危

険度をまとめた。また、循環器疾患の主な

要因として、特に高血圧と過体重に焦点を

当て、その集積状況の動向を分析した。 

 

Ｂ．研究方法 

循環器疾患の死亡動向予測のため、１）
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危険因子の変容が循環器疾患死亡に及ぼす

リスクに関する文献検討、２）肥満と高血

圧の集積状況に関する検討を行った。 

 

１）循環器疾患リスクファクターと循環器

疾患死亡に関する文献的検討 

 循環器疾患のリスクファクターが循環器

疾患死亡にどのように影響するかを検討す

るために、日本人を対象とした先行研究を

対象に文献的検討を行った。日本人を対象

としたメタアナリシス・プール解析を中心

に、アウトカムが循環器死亡である先行研

究 18本を選出した。メタアナリシスやプー

ル解析がないものについては、大規模なコ

ホート研究の結果を用いた。それぞれのリ

スクファクターの循環器疾患死亡に対する

相対危険度をまとめた。（表） 

 

２）肥満と高血圧の集積状況に関する検討 

 1986～2011年の国民健康・栄養調査にお

いて、40～79歳の対象者の 5年間毎の高血

圧の有病割合、過体重(BMI≧25kg/m2)、食

塩摂取量および食塩過剰摂取（10g/日以上）、

過体重の有無別の高血圧有病率の推移を男

女別、年代別に分析した。高血圧は収縮期

血圧 140mmHg 以上または拡張期血圧

90mmHg以上、または降圧剤服薬中とした。

収縮期血圧、拡張期血圧ともに 1 回目に測

定された値を用いた。 

 

Ｃ．研究結果 

１）循環器疾患リスクファクターと循環

器疾患死亡に関する文献検討 

（１）血圧 

 40-69歳の日本人男女33,372人を対象

としたコホート研究（JPHC研究）では、

収縮期血圧の1mmHgの上昇に対する脳

卒中死亡のハザード比は男性で1.024、女

性で1.013であった。虚血性心疾患死亡に

ついては、男性で1.017、女性で1.011で

あった。また、拡張期血圧では、1mmHg

の上昇につき、脳卒中死亡のハザード比

は男性で1.009、女性で1.019であり、虚

血性心疾患死亡に関しては男性で1.006、

女性で1.020であった。 

（２）血清総コレステロール 

 40-69歳の日本人男女65,594人を対象

としたメタアナリシス（EPOCH-JAPAN）

では、総コレステロール1標準偏差(0.98

mmol/L)増加あたりの虚血性心疾患死亡

のハザード比が男性で1.26、女性で1.36

であった。脳梗塞死亡と総コレステロー

ル値には男女ともに統計的に有意な関連

は見られなかった。全脳卒中死亡のハザ

ード比は40-89歳の男女計で0.93であっ

た。 

（３）血糖値 

 40-79歳の日本人男女95,755人を対象

としたコホート研究（茨城県健康研究）

では、空腹時血糖値が110mg/dL以下もし

くは食後血糖値が140mg/dL以下の者に

比べて、空腹時血糖値が  126mg/dL以上

または食後血糖値が200mg/dL以上の群

は脳卒中死亡のハザード比は男性で1.25

であったが、女性では有意な関連はみら

れなかった。 

 また、40-79歳の日本人男女9,444人を

対象としたコホート研究（NIPPON DAT

A80）では、食後血糖値が94mg/dL以下の

者に比べて200mg/dL以上の者は、心虚血

性疾患の死亡のハザード比は2.62であっ

た。 
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（４）喫煙 

40-79歳の日本人男女296,836人を対象

としたKatanodaらのメタアナリシスでは、

現在喫煙者では非喫煙者に比べて、全脳

卒中死亡のハザード比は男性で1.25、女

性で1.80、虚血性心疾患死亡のハザード

比が男性で2.18、女性で2.95であった。 

（５）飲酒 

 Inoueらの日本の5つの代表的大規模コ

ホート研究（男女計309,082人）における

メタアナリシスでは、お酒を全く飲まな

い者に比べて、1日に46g以上のアルコー

ルを摂取する女性は、心疾患死亡のハザ

ード比が1.73だったが、脳卒中死亡とは

関連がなかった。男性では、心疾患死亡、

脳疾患死亡のいずれも関連が認められな

かった。 

（６）運動 

 40-79歳の日本人男女73,265人を対象

としたコホート研究（JACC研究）では、

運動としての歩行時間が週に30分の群に

比べて、30分以下の群は、全脳卒中死亡

のハザード比が女性で1.66だったが、男

性では関連が見られなかった。また虚血

性心疾患死亡については、男性において

歩行時間が30分未満の群はハザード比が

1.56だったが、女性では関連が見られな

かった。 

（７）Body mass index (BMI) 

 Sasazukiらの日本の6つの代表的大規

模コホート研究（男女合計353,422人）に

おけるメタアナリシスでは、BMIが23-24

kg/m2の群に比べてBMIが30kg/m2以上の

群は、虚血性心疾患死亡のハザード比が

男性で1.71、女性では1.79であった。ま

た、脳卒中死亡のハザード比は、男性で1.

64、女性で1.30であった。 

（８）食塩摂取 

 40-79歳の男女計58,730人を対象とし

たコホート研究（JACC研究）では、ナト

リウム摂取量が第1五分位（中央値50mm

ol/日）の群に比べて第5五分位（135mmo

l/日）の群は、脳卒中死亡のハザード比

が男女合計で1.55、虚血性心疾患死亡の

ハザード比は1.19であった。 

（９）飽和脂肪酸 

 40-79歳の男女合計58,453人を対象と

したコホート研究（JACC研究）では、飽

和脂肪酸摂取量が17.9-40.0g/日の群は、2.

5-11.0g/日の群に比べて、脳卒中死亡のハ

ザード比が0.69であったが、心疾患死亡

とは関連が見られなかった。 

（１０）果物・野菜摂取 

 40-79歳の男女計59,485人を対象とし

たコホート研究（JACC研究）では、果物

摂取量が多い群(週平均5.9食) は、少ない

群（0.9食）に比べて脳卒中死亡のハザー

ド比が0.65、虚血性心疾患死亡のハザー

ド比は0.79であった。また、野菜摂取量

については、脳卒中死亡および虚血性心

疾患死亡との関連は見られなかった。 

 

２）肥満と高血圧の集積状況に関する検

討 

高血圧の有病割合は、1986年から2011

年にかけて、全体で53.6%から57.0%に増

加した。女性では全ての年齢層で有意に

減少したが、男性では40歳代で有意な変

化はなく、50～70歳代では漸増した。過

体重を伴う高血圧者は、男性では40歳代

で有意な変化は見られなかったが、50～

70歳代で有意に増加し、年齢層が高いほ
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ど増加の度合いも大きかった。女性では

40～60歳代で有意に減少していたが、70

歳代では有意な変化はなかった。2011年

時点では、男女とも40歳代では過体重を

伴う高血圧者と伴わない高血圧者の割合

がほぼ同じであり、また食塩過剰摂取を

伴う高血圧者と伴わない高血圧者がほぼ

同じ割合であった。その他の性・年齢層

では、過体重を伴う高血圧者よりも伴わ

ない高血圧者の割合が多く、また、食塩

過剰摂取を伴わない高血圧者よりも伴う

高血圧者の割合が多かった。 

 

Ｄ. 考察 

本分担研究では、今後予想される人口構

成、社会経済状況、及び生活習慣の変化を

考慮し、2050年までの疾病構造の動向、特

に循環器疾患の動向を予測し、健康日本２

１（第二次）に関連する危険因子の変容に

よる疾病構造の変化とその経済的負担を複

数のシナリオを用いて示すことを目的とし

ている。その前段階として、本年度は循環

器疾患死亡の動向予測を行うための基礎デ

ータをまとめた。循環器疾患死亡について

は、血圧と喫煙のインパクトの大きいこと

が、リスク比の観点からも改めて明らかに

なった。今回のわが国の代表的な疫学的エ

ビデンスから得られたリスク比と、人口動

態統計の死亡動向とをあわせて、2050年ま

での循環器疾患死亡の動向を予測した（詳

細は横山分担研究者の報告書を参照）。 

一方、循環器疾患においては高血圧のイ

ンパクトが極めて大きく、循環器疾患のリ

スクファクターである高血圧と、さらにそ

の最も重要な要因である過体重及び食塩過

剰摂取の動向を検討することも、本研究班

の重要な検討課題である。そこで本年度は、

国民健康・栄養調査において、高血圧と過

体重・食塩過剰摂取の集積状況の経年変化

を分析した。1986年以降、中高年男性にお

いて過体重を伴う高血圧者の増加が認めら

れており、今後過体重の高血圧へのインパ

クトが大きくなることが推測された。しか

しながら、現時点では、40歳代以外の性・

年齢層においては、過体重を伴う高血圧よ

りも過体重を伴わない高血圧の方が、また

食塩過剰摂取を伴わない高血圧よりも食塩

過剰摂取を伴う高血圧の方が多い点に注意

する必要がある。したがって現時点での生

活習慣指導としては、肥満対策だけでなく、

非過体重者を含めた減塩対策についても重

点を置く必要がある。 

 

Ｅ．結論 

わが国の代表的な疫学研究に基づき、各

リスクファクターが循環器疾患死亡に及ぼ

すリスク比を明らかとなり、循環器疾患死

亡の動向を予測するための基本的な情報が

得られた。また、高血圧の要因の集積状況

の動向分析により、現時点での生活習慣指

導としては、肥満対策だけでなく、非過体

重者を含めた減塩対策についても重点を置

く必要があることが示された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

堀幸，山岸良匡，磯博康．国民健康・栄養

調査における高血圧、過体重、食塩摂取量

の集積状況の長期的推移．第73回日本公

衆衛生学会総会，栃木，2014.11.  
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

研究協力者 

磯 博康 大阪大学・教授 

木山昌彦 大阪がん循環器病予防センタ

ー・ 副所長 

北村明彦 大阪大学・准教授 

岡田武夫 大阪がん循環器病予防センタ

ー・ 部長 

山海知子 筑波大学・准教授 

今野弘規 大阪大学・助教 

梅澤光政 筑波大学・客員研究員 

村木 功 大阪がん循環器病予防センタ

ー 

長尾匡則 大阪大学・特別研究員 

堀  幸 大阪大学 

佐田みずき 大阪大学 

多田村朋未 筑波大学 
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厚生労働科学研究費補助金 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

社会経済状況の変化に対応した政策オプションの検討 

－日本人の婚姻状況の将来予測とその余剰死亡者数に関する研究－ 

 

研究分担者 野田愛 順天堂大学医学部公衆衛生学 

研究協力者 松浦広明 松蔭大学経営文化学部ビジネスマネジメント学科 

鈴木有佳 順天堂大学医学部公衆衛生学 

 

研究要旨 

 日本人における 2050年までの婚姻状況を予測し、婚姻状況に関連する余剰死亡者数を推

計した。その結果、今後、2050 年にかけて独身者の割合が大きく増加することに伴い、日

本人における「独身関連死」の数は、2010年には中年層（40～64歳）で 1.9万人、前期高

齢者（65～79歳）で 1.1万人、2050年にはそれぞれ 2.6万人、6.4万人に増加すると予測さ

れた。 

 

Ａ．研究目的 

婚姻状況が健康に及ぼす影響については、

既に多くの先行研究で行われている。例え

ば既婚者は、独身や一人暮らしの者に比べ

て健康状態がよく、さらに離婚した男性で

は、喫煙、多量飲酒、野菜摂取が少ないな

どの不健康に陥りやすいとの報告があり、

家族の存在が健康の維持・改善において重

要な役割をすることが示されている（Ikeda 

et al., 2007）。また、社会的な支え（心身を

支え安心させてくれる周囲の家族、友人、

同僚などの存在）の少ない人では、多い人

に比べて、心筋梗塞の発症や死亡のリスク 

(Berkman et al., 1992; Lett et al., 2005)や、脳

卒中後の身体機能回復が低下するリスク

(Kwakkel et al., 1996; Tsouna-Hadjis et al., 

2000)が高いことが報告されている。 

この背景には、人と人とのつながりの少

ない人では話し相手がいないため、不安や

悩みを誰にも打ち明けられずに一人で問題

を抱えてしまい、そのことが健康行動やス

トレス等の悪化を介して循環器疾患などの

疾病や自殺などに影響し、死亡リスクが高

くなると考えられている。 

このような研究の進展も踏まえて、健康

日本 21（第二次）では、家族や地域の絆や

助け合いの重要性が再認識され、社会全体

が相互に支え合いながら、健康を守るため

の環境を整備することの必要性が指摘され

た。 

本研究では、昨年度に引き続き、最も基

本的な社会集団の単位である家族構成に着
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目して、2050年までの婚姻状況について予

測し、婚姻状況に関連する余剰死亡者の数

を推計した。 

 

Ｂ．研究方法 

年齢・時代・コホート（APC）モデルに基

づく解析結果を用いて、2050年までの独身

者、既婚者、離別者、死別者の人数の将来

推定を行った。その際、国勢調査より 1950

年から 2010年までの 5年おき、5歳年齢階

級別の、独身者数、既婚者数、離別者数、

死別者数のデータを外挿した。APCモデル

を識別する方法は、いくつか提案されてい

るが、本研究では Yangらの研究(Yang et al., 

2004)に倣い Intrinsic Estimator(IE)アプロー

チを採用した。この方法は、伝統的に使わ

れてきた制約条件を用いる方法に比べ、制

約条件の恣意性を排除できる点で優れてい

る。APCモデルを用い、各婚姻カテゴリー

別に、年齢効果（5歳階級別）、時代効果（5

年ごと）、コホート効果（5年ごと）を推定

した。 

次に、ARIMA（Autoregressive Integrated 

Moving Average Model）モデルを用いて、時

代効果およびコホート効果の予測値をそれ

ぞれ 2035年および 2050年まで算出した。

この時代効果の 2020～2050年までと、コホ

ート効果の 2000～2035年までの予測値を、

先の APCモデルの推定式に加え、そこに年

齢・時代・コホートのデータを代入し、2050

年までの独身者数、既婚者数、離別者数、

死別者数の予測値を推計した。 

また、第 21 回生命表（2010 年完全生命

表）を用いて、2011年～2050年までの日本

人人口と性・年齢別死亡数を将来推計した。

その際、2010年の生命表における年齢別死

亡率が将来も不変であると仮定した。以下

に示す計算式より、日本人人口、及び性・

年齢別死亡数の推計値を算出した。 

なお、本研究では人口移動が日本人人口

に与える影響は将来的にも小さいと想定し

て、出入国による人口移動は考慮していな

い。 

 

y年（y=2011～2050）の x歳人口＝ 

Ny－1, x－1*(1－1q x－1) 

 

y年（y=2011～2050）の x歳死亡数＝ 

Ny, x*(1－1q x) 

 

1q x=死亡率 

 

余剰死亡者数の推計に必要な婚姻状況の

それぞれの相対危険度については、40歳～

79歳の日本人を対象とした文部科学省大規

模コホート調査の結果を用いた（Table 1）。

以下に示す計算式より、婚姻状況に関連す

る余剰死亡者の数を性・年齢別に推計した。 

 

婚姻状況ごとの余剰死亡者の数＝ 
               K 
死亡者数*[Pk・(RRk – 1) / Σ Pk・RRk ] 

 k=1 

p=割合;  k=婚姻状況;  RR=相対危険度 

 

（倫理面での配慮） 

本研究では公表されたデータ、及び匿名

化のうえ提供された人口動態統計のみを使

用しているため倫理的な問題は生じない。 

 

Ｃ．研究結果 

婚姻状況について将来予測を行った結果

を Figure 1-aおよび Figure 1-bに示した。分
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析の結果、今後、男女ともに既婚者の割合

が減少する一方で、独身の割合は増加し、

2050年には、40歳以上の各年齢層における

既婚者の割合は 41-51%、独身者の割合は

39-50%を占めると予測された。 

婚姻状況ごとに、余剰死亡者数を推計し

た結果を Figure 2-aおよび Figure 2-bに示し

た。中年層（40～64歳）の独身関連死の数

は、2010年から 2030年にかけて、1.9万人

から 2.8 万人まで増加し、今後、少なくと

も 2050 年までは 2030 年の水準で推移する

と推定された。一方、前期高齢者（65～79

歳）の独身関連死の数は、2010年から 2030

年にかけて、1.1万人から 3.5万人に増加し、

2050 年には 6.4 万人まで増加すると推定さ

れた。2050年には独身関連死の数は、中年

層で男性 1.7万人、女性 0.9万人、前期高齢

者で男性 6.1万人、女性 0.3万人であると推

計された。 

 

Ｄ．考察 

今回の検討の結果、日本では今後 35年間、

死亡リスクの低い既婚者の割合は大きく減

る一方、死亡リスクの高い独身者の割合が

大きく増加することで、独身関連死の数が

増大すると予測された。このことは、今後

の公衆衛生政策において、人口動態の動向

も考慮し、人口学を含む社会経済学的な側

面からの検討を行うことの重要性を示唆し

ている。 

今後、2050年までの婚姻状況の予測を用

いて、婚姻状況による死因別（循環器疾患、

慢性閉塞性肺疾患を含む呼吸器疾患など）

死亡率、および、循環器疾患の発症率の将

来推計を行う予定である。また、今回の婚

姻状況の将来推計においては，推計結果と

実測値との乖離が0.1-3％程度あった。今後

の検討課題として、この乖離を狭めるよう

改良予定である。 

 

Ｅ．結論 

今後、2050年にかけて、独身者の割合が

大きく増加することに伴い、独身関連死の

数が増加することが示された。 
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Table 1. 日本人における婚姻状況ごとの年齢別相対危険度 

婚姻状況 RR（全体） RR(40歳～64歳） RR（65歳～79歳） 

既婚男性 1.00 1.00 1.00 

死別男性 1.37 1.4 1.27 

離別男性 1.68 1.68 1.26 

独身男性 2.08 1.82 1.84 

既婚女性 1.00 1.00 1.00 （1.02）* 

死別女性 1.06 1.04 0.98（1）* 

離別女性 1.11 1.06 0.99（1.01）* 

独身女性 1.65 2.02 1.05（1.07）* 

*最も相対危険度の低い群を基準群として再計算した。 

Ikeda A, et al. BMC Public Health 2007 (7) 73 より作成 
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Figure 1-a. 40-64歳日本人男女における婚姻状況の将来推計 

 
Figure 1-b. 65-79歳日本人男女における婚姻状況の将来推計 
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Figure 2-a. 40-64歳日本人男女における婚姻状況に関連する余剰死亡者の将来推計 

 

Figure 2-b. 65-79歳日本人男女における婚姻状況に関連する余剰死亡者の将来推計 
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